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研究要旨 

 (目的) 要介護高齢者が長く在宅で過ごすことは地域包括ケアを推進するにあたり中核となる

ものであるが、要介護高齢者に対して在宅生活だけを強いるのではなく、本人、家族そして

地域の選択を尊重した、真のエイジングインプレイスを目指すことが重要である。本研究で

は、在宅日数を用いて、地域差に焦点を当てて在宅期間の促進要因や阻害要因を同定するこ

とを目的とする。地域の介護力・介護負担については、国民生活基礎調査等を用いて、全国

における実態および関連要因を明らかにする。さらに、モデル地域のレセプトを用いた分析

や、住民へのアンケート調査を用いた分析、つくば市において行われている多職種での事例

検討会の記録の集計結果を用いた分析も実施する。 

 (方法) 本研究班では、以下の分析を行った。(1) 全国介護レセプトを用いて、個人を単位と

して地域要因を含めたマルチレベル分析 (2) 全国介護レセプトを用いて、在宅日数の地域差

に着目し、地域を単位としたエコロジカル・スタディ (3) 国民生活基礎調査を用いた個人単

位の分析 (4) モデル地域での分析 (5) 住民へのアンケート調査を用いた分析 (6) つくば市事

例検討会の結果を用いた分析 
 (結果) (1) および (2) から、在宅介護保険サービスの利用や、市区町村において公民館、往

診を実施する一般診療所が多いことが在宅生活継続に関連することが示唆された。(3) から、

身体の清拭および排泄介助は、主介護者と事業者が共に介護を行った場合においても主介護

者の介護時間が終日である可能性が高いことが明らかになった。(4) からは、訪問診療の利用

が在宅生活継続に関連する可能性が示唆された。(5) からは、家族間で介護について詳細に話

しあうことが家族介護者の介護負担を軽減しうること、緊急ショートステイを利用できれ

ば、つくば市の 1 年間の介護費用を 4.0～12.9％抑制しうること、高齢者において、多くの病

院に通院している人は多剤併用のリスクが高いこと、家族介護者が高い社会的支援を受けて

いる場合、抑うつ症状である可能性が低いことが明らかになった。(6) においては、地域ケア

個別会議における困難事例の問題点の類型化と実施について、個別事例の問題点をキーワー

ド化し蓄積し、新たな様式を整理した。 

 (考察) 本研究は、地域包括ケアシステムを構成する要素である、医療 (訪問診療、往診、医

療機関の集約) 、介護 (介護保険サービス、緊急ショートステイ) 、住まい (家族介護者) 、
地域 (公民館) といった種々の側面や、地域の事例検討会の運営に寄与することで、在宅生活

の限界点を引き上げる政策の立案に貢献するものであると考えられた。 
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A．研究目的 
要介護高齢者が長く在宅で過ごすことは地域包

括ケアを推進するにあたり中核となるものである

が、それを実現するには、適切な医療介護サービ

ス、家族、地域の三者のバランスが重要である。

要介護高齢者に対して在宅生活だけを強いるので

はなく、本人、家族そして地域の選択を尊重した、

真のエイジングインプレイスを目指すことが重要

である。 

要介護高齢者の在宅継続に関連する先行研究は、

一度の入院または入所までの期間を算出したもの

が多く、一定期間において対象者が在宅で生活し

た全ての期間 (在宅期間) を明らかにした研究は

行われていない。我々はこれまでの研究により、

全国介護レセプトを用いた独自の指標として在宅

期間を算出し、在宅日数は地域間に違いがあるこ

とを明らかにしたが、その要因までは明らかにな

っていない。そこで本研究では、在宅日数を用い

て、地域差に焦点を当てて在宅期間の促進要因や

阻害要因を同定することを目的とする。 

また地域の介護力・介護負担については、国民

生活基礎調査等を用いて、全国における実態およ

び関連要因を明らかにする。さらに、モデル地域

のレセプトを用いた分析や、茨城県つくば市と共

に実施する調査を用いた分析、つくば市において

行われている多職種での事例検討会の記録の集計

結果を用いた分析も実施する。これらの結果も含

めて、在宅生活の限界点を引き上げるための具体

的政策課題を市町村と連携して明らかにする。研

究計画全体の概念図を図 1 に示した。 

 

 

図 1 研究計画全体の概念図 

 

B．研究方法 および C．研究結果 
本研究では、以下 (1)～(6) の研究を実施した。

これらの実施経過、方法および結果を併せて、以

下に述べる。 

 

(1) 全国介護レセプトを用いて、個人を単位とし

て地域要因を含めたマルチレベル分析 (植嶋大晃

ら)  

本研究では、全国介護レセプトを用いて、重度

要介護者における介護保険サービス利用と在宅生

活継続との関連を検討した。分析は個人を単位と
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して、地域の要因を含めて実施した。2016 年度

は、厚生労働省統計情報部にデータ利用の申請を

行った。2017 年度は提供を受けたデータから分

析のためのデータセットを整備し、2018 年度に

分析を行った。分析対象は要介護 4 または 5 の認

定を受けた者とし、従属変数は在宅生活継続の有

無、独立変数は各種介護保険サービス利用の有無

とした。 

本研究の結果から、各種介護保険サービスの利

用が在宅生活継続と有意な関連を認めた。本研究

の結果から、各種介護保険サービスの利用が在宅

生活継続に関連する可能性が示唆された。 

 

(2) 全国介護レセプトを用いて、在宅日数の地域

差に着目し、地域を単位とした分析 (植嶋大晃ら)  

本研究は、全国介護レセプトを用いて、在宅生

活継続に関連する地域特性を明らかにすることを

目的としたものである。分析は市区町村を単位と

して実施した。2016 年度は、厚生労働省統計情

報部にデータ利用の申請を行い、2017 年度およ

び 2018 年度は、提供を受けたデータを用いて分

析を行った。 

2017 年度の分析では、従属変数を在宅ゼロ者

割合 (自宅で全く生活しなかった者の割合) およ

び平均在宅日数 (自宅で 1 日以上生活した者の在

宅日数) とし、市区町村の特性を独立変数として

網羅的にモデルに投入した。2018 年度は、2017

年度の分析結果を受けて研究班で分析手法につい

て改めて検討し、平均在宅日数に代わり、在宅月

割合 (要介護 4 または 5 割合の認定を受けていた

期間に対する自宅で生活した期間の割合) を従属

変数とした。また独立変数についても、結果の解

釈を考慮して変数を選択し、モデルに投入した。 

2017 年度の分析では、在宅での生活を支援す

るサービスに加え、急変時や終末期の支援体制や、

市町村の財政状況、住居や生活に関する環境整備、

他の住民との交流が、重度要介護高齢者の在宅生

活継続に関連する可能性が示唆された。しかし、

2017 年度に実施した研究において従属変数とし

て用いた平均在宅日数は、介護施設に入所してい

た期間を考慮していない。そのため、2018 年度

には在宅月割合を用いて分析を実施したところ、

公民館および往診を実施する診療所が多いことが

在宅生活継続に関連する結果となった。従って、

住民の交流の場を整備し、住民の交流を促すよう

な政策や、往診を行っていない一般診療所に対し

て往診の実施を促すような政策を実施することが、

重度の介護を要する高齢者の在宅生活継続に有効

である可能性が考えられた。また、人口が小さく、

かつ公民館がない市区町村において、地域住民が

交流する場を提供することが、重度要介護高齢者

の在宅生活継続に特に効果的である可能性が考え

られた。 

 

(3) 国民生活基礎調査を用いた個人単位の分析 

(植嶋大晃ら)  

本研究は、国民生活基礎調査を用いて、主介護

者の長時間介護に関連する介護動作を明らかにす

ることを目的として実施した。2016 年度は、厚

生労働省統計情報部にデータ利用の申請を行い、

2017 年度および 2018 年度は、提供を受けたデー

タを用いて分析を行った。 

2017 年度の分析では、各 ADL における主介護

者による介護の有無のみを独立変数として、長時

間介護との関連を検討した。また、脳血管疾患お

よび認知症の対象者における分析についても実施

した。2018 年度は、2017 年度の分析結果を受け

て研究班で分析手法について改めて検討し、独立

変数を、主介護者および事業者による各 ADL の

介護の有無とした。 

2017 年度の分析から、長時間の介護に関連す

る日常生活動作は脳梗塞と認知症で異なるという

結果が得られた。しかし、2017 年度に実施した

研究において独立変数としたのは各 ADL の主介

護者による介護の有無であり、事業者による介護

を考慮していない。そのため、2018 年度には、
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主介護者および事業者による ADL の介護の有無

を独立変数として分析を実施したところ、主介護

者が身体清拭や排泄の介護を行うことは、事業者

が共に介護を行っている場合も長時間介護に関連

することが明らかになった。この結果から、事業

者は被介護者が受けている介護の動作を考慮して

ケアを提供する必要がある可能性が示唆された。 

 

(4) モデル地域の医療および介護レセプトを用い

た分析 (植嶋大晃ら)  

本研究では、千葉県 A 市の診療報酬レセプト

および介護報酬レセプトを用いて、重度要介護高

齢者における訪問診療および往診の利用と在宅生

活継続の関連を検討した。2016 年度は、データ

の授受および整備を実施した。2017 年度は、分

析のためのデータセットを整備し、2018 年度に

分析を行った。分析対象者は要介護 4 または 5 の

認定を受けた者とし、従属変数は在宅生活継続の

有無、独立変数は訪問診療サービス利用の有無ま

たは往診サービス利用の有無とした。 

本研究の結果から、対象者の要介護度や併存疾

患を考慮しても、訪問診療を利用することは、重

度要介護高齢者の在宅生活継続を促進する可能性

があることが明らかになった。 

 

(5) 住民へのアンケート調査を用いた分析 

本研究は、つくば市と協働して実施している高

齢福祉計画に係るアンケート調査を二次利用して

実施した。2016 年度には調査を実施し、2017 年

度、2018 年度は調査結果を用いて分析を実施し

た。分析は以下 (a)～(c) を実施した。  

(a) 家族介護者の介護の動機と介護負担の関連

を検討した分析により、介護が必要になる前に家

族間で介護について詳細に話しあうことが家族介

護者の介護負担を軽減しうることが示唆された 

(柏木志保ら) 。 

(b) 緊急ショートステイサービスの整備による

介護費用抑制の試算により、緊急ショートステイ

を利用できれば、つくば市の 1 年間の介護費用を、

下限推定の場合は 4.0％、上限推定の場合は 12.9

％抑制しうる可能性があることが示された (森山

葉子ら) 。 

(c) 高齢者における通院中の医療機関数と多剤

併用の関連を検討した分析により、高齢者におい

て、同じ疾患数であっても、より多くの病院に通

院している人は多剤併用のリスクが高い可能性が

あることが明らかになった (鈴木俊輝ら) 。 

また 2018 年度には、(d) チリの全国調査におけ

る、地域在住高齢者およびその家族介護者に関す

る調査データを二次利用した研究も実施した。本

研究から、家族介護者が高い社会的支援を受けて

いる場合、抑うつ症状がある可能性が低いことが

明らかになった。(Felipe Sandoval ら) 。 

 

(6) つくば市事例検討会の結果を用いた分析 (松

田智行ら)  

本研究は、つくば市の地域包括支援センター

において定期的に開催されている多職種による

事例検討会のデータを用いて実施した。2016
年度は、過去の事例検討会で討議された事例につ

いて、困難事例の問題点の内容や所在を明らかに

した。2017 年度は、地域ケア個別会議の困難事

例の問題点の類型化および支援方法のプロセス評

価まで含めた実施方法を整理した。2018 年度は、

個別事例における問題点を整理するための評価

方法について整理を行った。 

本研究の結果から、地域ケア個別会議における

困難事例の問題点の類型化と実施について、個別

事例の問題点をキーワード化し蓄積することによ

り、地域課題が明らかになることが期待されると

考えられた。 

 

D．考察 
本研究は、3 年間の研究期間を通して、在宅生

活の限界点を引き上げるための具体的政策課題を

明らかにすることを目的として実施した。 
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まず、全国介護レセプトや国民生活基礎調査、

モデル地域の医療介護レセプト、住民へのアンケ

ート調査を用いた実証分析により、地域包括ケア

システム構築において重要であると考えられる在

宅生活の限界点を引き上げるための具体的政策課

題の検討に資する種々の示唆を得た。 

また、つくば市における事例検討会のデータを

用いた研究では、実証的な分析は行っていないも

のの、個別事例の問題点の分類方法を整理し、地

域の現場の PDCA 実施の支援を行った。 

これらの研究から得られた知見は、地域包括ケ

アシステムを構成する要素である、「医療」、「介

護」、「住まい (本人・家族) 」、「地域」といった

側面から、在宅生活の限界点を引き上げる政策立

案に寄与するものである (図 2) 。 

「医療」の側面では、個人を単位とした分析で

ある (4) において、訪問診療の利用が重度要介護

高齢者の在宅生活継続に有意に関連する結果とな

った。従って、重度要介護高齢者の在宅生活継続

を支援するためには、定期的な医学的管理が必要

である者に対して訪問診療の利用を促進するとと

もに、訪問診療に従事する医師や看護師を確保す

るための政策が必要であると考えられた。往診に

ついては、(4) では重度要介護高齢者の在宅生活

継続との有意な関連を認めなかったが、市区町村

を単位とした分析である (2) において、市区町村

に往診を実施する診療所が多いことが在宅生活継

続に関連するという結果が得られた。従って、地

域に往診を利用できる体制を整備することが、重

度要介護高齢者の在宅生活継続に寄与する可能性

が考えられるが、(2) は市区町村を単位とした分

析であるため、個人を単位とした分析で同じ結果

が得られるとは限らない。今後は、往診サービス

を利用した者に対して、医学的なニーズに応じて

継続的な管理が行われているかどうかを検証する

必要があると考えられた。また、(5) において、

より多くの病院に通院している者は多剤併用のリ

スクが高かったことから、高齢者が受診する医療

機関を集約するような医療提供体制の構築が、多

剤併用の防止に寄与する可能性が考えられた。 

「介護」では、(1) において、各種介護サービ

スの利用と在宅生活継続との関連が示された。こ

の結果から、重度要介護高齢者に対して必要な介

護保険サービスを適切に提供することで、在宅生

活継続を促進できる可能性が考えられた。また、

(5) における緊急ショートステイサービスの整備

による介護費用抑制の試算結果を受けた具体的な

政策への反映として、つくば市のモデル事業とし

てショートステイの空床を知らせるシステムを展

開している。 

「住まい (本人・家族) 」では、(4) において、

主介護者の長時間介護に関連する日常生活動作は

脳梗塞と認知症で異なること、身体の清拭や排泄

の介護が長時間介護に関連することが明らかにな

った。これらの結果から、事業者は被介護者が受

けている介護の動作を考慮してケアを提供するこ

とが求められる。政策的な側面からは，事業者が

提供している介護の内容を評価することで，より

主介護者の負担を軽減しうる介護保険サービスを

提供できる可能性がある。具体的には、身体的な

負荷が大きい介護や，夜間を含めた頻繁な介護に

対する評価が考えられる。また、事業者に対して、

24 時間対応の訪問介護を提供する，といった対

応をを促すような制度についても検討する価値が

あると考えられた。 (5) からは、家族間で介護に

ついて詳細に話しあうことが家族介護者の介護負

担を軽減しうるという結果が得られた。従って、

高齢者が要介護認定を受けた際に、本人と家族が

今後の介護について話し合うよう呼びかけるよう

な施策を行うことで、介護者の介護負担軽減に寄

与する可能性が考えられる。また、社会的支援を

維持し強化するたような政策により、家族介護者

における抑うつ症状の改善に寄与する可能性も示

唆された。 

「地域」では、 (2) において、公民館を始めと

した地域の繋がりがあることが、総体として在宅
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生活継続に関連する可能性が示された。地域包括

ケアシステムにおいても、ボランティア活動や住

民組織の活動といった「互助」が位置づけられて

いる。本研究から、市区町村が公民館をはじめと

した地域の繋がりを醸成し、住民の互助を促すこ

とが、重度要介護高齢者の在宅生活の継続に寄与

する可能性がある。 

(6) のつくば市事例検討会を用いた研究では、

実証的な分析は行っていないが、検討会における

個別事例の問題点を整理し、蓄積された事例から、

キーワード分類を用いて地域課題の整理方法を検

討した。本研究は、多職種が参画する事例検討会

において、困難事例における課題の整理、および

対策の検討に寄与するものである。今後、実施方

法などに関するマニュアルを整備し、発信を予定

しており、地域における高齢者の在宅生活継続の

支援にも貢献しうると考えられた。 

 

E．結論 
本研究の結果から、地域包括ケアシステムを構

成する要素である、医療 (訪問診療、往診、医療

機関の集約) 、介護 (介護保険サービス、緊急シ

ョートステイ) 、家族 (介護を行う動作、本人と

家族の話し合い) 、地域 (公民館) といった種々

の側面から政策立案に寄与する知見を得た。また、

他職種が参画する事例検討会における困難事例の

課題を整理し、対策の検討に寄与した。これらは、

地域包括ケアシステム構築の観点から、在宅生活

の限界点を引き上げる政策立案に貢献しうるもの

であると考えられた。 
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図 2 地域包括ケアシステムにおける各研究の位置づけ


